
明
治
二
十
五
年
三
月
三
十
一
日

第
三
種
郵
便
物
認
可

日
刊
（
行
政
機
関
の
休
日
休
刊
）

〇

〇

編 集・印 刷
独立行政法人国立印刷局

省

令

目

次

平成年月日 金曜日 第号官 報

〇
法
務
省
令
第
三
十
九
号

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
（
昭
和
二
十
六
年
政
令

第
三
百
十
九
号
）
第
六
十
九
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
出
入

国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
八
年
七
月
二
十
二
日

法
務
大
臣

岩
城

光
英

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
施
行
規
則
（
昭
和
五
十

六
年
法
務
省
令
第
五
十
四
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改

正
す
る
。

第
六
十
三
条
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

第
六
十
三
条

削
除

附

則

こ
の
省
令
は
、
平
成
二
十
九
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す

る
。

〇
法
務
省
令
第
四
十
号

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
（
昭
和
二
十
六
年
政
令

第
三
百
十
九
号
）
第
七
条
第
一
項
第
二
号
の
規
定
に
基
づ

き
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二

号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次

の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
八
年
七
月
二
十
二
日

法
務
大
臣

岩
城

光
英

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第

二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第
一
項
第
二
号

の
基
準
を
定
め
る
省
令（
平
成
二
年
法
務
省
令
第
十
六
号
）

の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

表
の
法
別
表
第
一
の
二
の
表
の
技
能
の
項
の
下
欄
に
掲

げ
る
活
動
の
項
の
下
欄
第
八
号
中
「
有
す
る
者
」
の
下
に

「
若
し
く
は
こ
れ
に
準
ず
る
者
と
し
て
法
務
大
臣
が
告
示

を
も
っ
て
定
め
る
者
」
を
加
え
る
。

表
の
法
別
表
第
一
の
四
の
表
の
留
学
の
項
の
下
欄
に
掲

げ
る
活
動
の
項
の
下
欄
第
五
号
イ
、
第
六
号
及
び
第
七
号

中
「
法
務
大
臣
が
」
の
下
に
「
文
部
科
学
大
臣
の
意
見
を

聴
い
て
」
を
加
え
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、

表
の
法
別
表
第
一
の
四
の
表
の
留
学
の
項
の
下
欄
に
掲
げ

る
活
動
の
項
の
改
正
規
定
は
、
平
成
二
十
九
年
八
月
一
日

か
ら
施
行
す
る
。



〇
分
離
適
格
振
替
国
債
の
元
利
分
離
等
の
申

請
を
行
う
こ
と
が
で
き
る
者
を
定
め
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
二
二
〇
）

〇
学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
百
五
十
五
条
第

一
項
第
五
号
の
専
修
学
校
の
専
門
課
程
等

を
定
め
る
告
示
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
文
部
科
学
一
〇
〇
）

〇
学
校
教
育
法
施
行
規
則
第
百
五
十
条
第
三

号
の
専
修
学
校
の
高
等
課
程
等
を
定
め
る

告
示
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
同
一
〇
一
）

〇
平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
二
十

九
年
三
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
の
み
な
み

ま
ぐ
ろ
の
漁
獲
量
の
限
度
の
合
計
の
上
限

を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
農
林
水
産
一
四
九
七
）

〇
電
気
事
業
者
に
よ
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
電
気
の
調
達
に
関
す
る
特
別
措
置
法

施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
附
則

第
九
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
回
避
可
能
費

用
単
価
等
を
定
め
る
告
示
の
一
部
を
改
正

す
る
件
（
経
済
産
業
二
〇
四
）

〇
指
定
暴
力
団
に
係
る
公
示
事
項
の
一
部
に

変
更
が
あ
っ
た
こ
と
の
告
示

（
千
葉
県
公
安
委
九
三
）

〇
指
定
暴
力
団
に
係
る
公
示
事
項
の
一
部
に

変
更
が
あ
っ
た
こ
と
の
告
示

（
兵
庫
県
公
安
委
二
二
三
）

〔
人
事
異
動
〕

内
閣

法
務
省

〔
皇
室
事
項
〕

〔
省

令
〕

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
施
行
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
法
務
三
九
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令
（
同
四
〇
）

〔
告

示
〕

〇
電
子
債
権
記
録
機
関
の
指
定
の
公
示

（
内
閣
府
・
法
務
一
）

〇
特
定
国
外
派
遣
組
織
を
指
定
す
る
件

（
総
務
二
八
七
、
二
八
八
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
技

能
の
在
留
資
格
に
係
る
基
準
の
規
定
に
基

づ
き
ス
ポ
ー
ツ
の
指
導
に
係
る
技
能
に
つ

い
て
三
年
以
上
の
実
務
経
験
を
有
す
る
者

に
準
ず
る
者
を
定
め
る
件（
法
務
四
〇
六
）

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
同
四
〇
七
）

〇
国
債
証
券
買
入
銷
却
法
第
一
条
の
規
定
に

よ
る
国
債
の
買
入
消
却
に
関
す
る
件

（
財
務
二
一
八
）

〇
租
税
特
別
措
置
法
第
二
十
八
条
の
三
及
び

第
六
十
七
条
の
四
に
規
定
す
る
転
廃
業
助

成
金
等
を
指
定
す
る
件
（
同
二
一
九
）

〔
官
庁
報
告
〕

官
庁
事
項

登
録
海
技
免
許
講
習
の
登
録
事
項
の
変
更
に

関
す
る
公
示
（
国
土
交
通
省
）

登
録
船
舶
職
員
養
成
施
設
の
登
録
事
項
の
変

更
に
関
す
る
公
示
（
同
）

登
録
操
縦
免
許
証
更
新
講
習
の
登
録
事
項
の

変
更
に
関
す
る
公
示
（
同
）

登
録
操
縦
免
許
証
失
効
再
交
付
講
習
の
登
録

事
項
の
変
更
に
関
す
る
公
示
（
同
）

登
録
電
子
海
図
情
報
表
示
装
置
講
習
の
登
録

事
項
の
変
更
に
関
す
る
公
示
（
同
）

登
録
電
子
通
信
移
行
講
習
事
務
の
廃
止
に
関

す
る
公
示
（
同
）

国
家
試
験

平
成
二
十
八
年
度
土
地
改
良
換
地
士
資
格
試

験
の
実
施
に
つ
い
て
（
農
林
水
産
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁金

融
商
品
取
引
業
者
営
業
保
証
金
取
戻

し
、
大
丸
用
水
土
地
改
良
区
役
員
の
退
任

及
び
就
任
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
免
責
、
再
生
関
係

会
社
そ
の
他


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